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安全保障関連法案を廃案とされることを求めます 

 
	
 現在、参議院において「安全保障関連法案」の審議が行われています。 
私たち精神障害者の家族は、この法案が成立することがないよう強く望んでいます。 
先の第２次世界大戦において、精神障害者を始めとする障害者は、社会的に役立たない

「穀つぶし」「非国民」とさげすまれ、差別され、抑圧されてきました。餓死するなどの

事例もあったと聞いています。また、アメリカではベトナム戦争に参戦した兵士に、多く

の自殺者や PTSD（心的外傷後ストレス障害）患者が発生したと報じられています。 
障害発生の最大の原因は戦争による暴力です。戦争と障害者のしあわせは絶対に両立し

ません。 
この法案の内容と最近の自衛隊の動向を見るとき、わが国が「戦争をする国」に逆戻り

するのではないか、との危惧を抱かざるを得ません。 
国会では憲法学者や元法制局長官が、この法案は憲法に反すると指摘しています。また、

全国の多数の憲法学者、日本弁護士連合会、全国の大学の教員と学生もこの法案の違憲性

を訴えて成立に反対しています。 
世論調査では、国民の６割がこの法案に反対し、８割が説明不足と言っています。	
  
私たち精神障害者の家族は、これまで７０年間戦争のない平和な日本を保証し続けてい

た「憲法９条」の理念を守り続けることを願い、この法案を廃案とされることを強く求め

ます。 


